令和７年度　小規模法人のネットワーク化による協働推進事業募集要領
本要領は、小規模法人のネットワーク化による協働推進事業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）に基づき補助金交付先を募集するにあたり、必要な事項を定めるものです。
１　補助金交付の対象
　　交付要綱第３条の定めによります。
ただし、過去に同一のＰＦにおいて、本補助金を受けて実施した立ち上げ費用に係る費用は対象となりません。
　　なお、交付要綱第４条の定めに該当する法人は応募できません。
２　補助対象額の算定方法
　　交付要綱第５条の定めによります。
３　事業実施期間
　事業実施期間は、令和７年４月１日（火）から令和８年３月３１日（火）までの間とします。
４　応募の方法
（１）　募集期間等
　令和７年４月23日（水）から令和７年６月27日（金）を募集期間とし、富山県ホームページでお知らせします。
（２）　提出書類
　　以下の➀～③の書類について、各１部を提出してください。
➀事前協議書
➁事前協議書別紙　事業計画書
➂事前協議書別表　所要額内訳表
※応募書類の様式はホームページからダウンロードできます。
（３）書類の提出先及び問合せ先
〒930-8501 富山市新総曲輪1番7号
富山県厚生企画課地域共生福祉係
電話：076－444-3197
FAX：076－444-3491
５　補助金交付先の決定
（1） 募集締め切り後、書類審査を行います。
（2） 書類審査後、補助事業として採択する場合は別途通知を行います。通知後、交付要綱第６
条に基づき「小規模法人のネットワーク化による協働推進事業費補助金交付申請書」（様式第
１号）を提出していただくことになります。
（3） 交付決定は、国からの令和７年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金の内示後に行い
ます。
６　事業実施上の留意事項
（1） 記録の整備
職員、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備してください。
（2） 会計の区分
補助金交付先の法人にて実施している本事業以外の事業と会計を区分して処理してくだ
さい。
７　優先的に採択する取組について
令和７年における交付要綱３条（２）の事業実施に当たっては、以下に掲げる取組内容に応じて、（１）から順に優先的に採択します。
（１）社会福祉連携推進法人化に向けて、一般社団法人を設立済みであり、当該法人が実施主体となる取組
（２）次のいずれかに該当する取組
ア　これまで「地域における公益的な取組」を実施していなかった小規模法人において、新たに実施するためのもの
イ　山村振興法等の指定地域（注）における参画法人の経営基盤の強化・サービス提供の効率化等を図るためのもの
ウ　ＩＣＴ技術の導入支援を活用し、地域貢献のための協働事業を行うもの
（注）山村振興法（昭和40年法律第64号）第７条に定める振興山村、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第19号）第２条に定める過疎地域、離島振興法（昭和28年法律第72号）第２条第１項に定める離島振興対策実施地域
（３）令和５年度以前から補助金の交付を受けるプラットフォームであって、事業施行等にさら
に１年を要する特段の理由がある取組
（４）上記に該当しない取組
上記の取組を採択した後、残る予算の範囲内で採択する。
８　補助単価について
（１）７（３）に該当する取組については、１プラットフォーム当たりの補助単価を交付要綱に定める補助額の１／２以内とする。
（２）７（４）に該当する取組であって、「複数法人の連携による地域貢献のための協働事業の立ち上げ」と「福祉・介護人材の確保・定着のための取組」のどちらか一方のみを実施する場合にあっては、１プラットフォーム当たりの補助単価を交付要綱に定める補助額の１／２以内とする。
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